























Suggestions for Reform on Laws Affecting Stepfamilies in Japan
Toshiaki  Hayano
Summary
　Stepfamilies are increasingly common in Japan. In 2004, about three-fifth of all 
divorced couples were ones raising minor children, and more than one-fifth of all 
married couples were remarried ones.
　This article provides the current state of laws affecting stepfamilies. The review 
demonstrates that for the most part, stepparents do not have a legally recognized 





















































































































































































































































































































































































































































































係」『講座 現代家族法 第3巻 親子』（日本評論社、1992年）
351頁では、縁組後に離婚問題が生ずる場合には、同時に
養親子関係も解消されることが多いことからすれば、離縁
手続そのものが拘束となり、離婚を制約することとなり、
逆に、「子の利益を保護するための柔軟な措置をとりにく
く（する）」場合を生じうる、と指摘されている。
19）中川善之助＝山畠正男編『新版 注釈民法㉔ 親族⑷』［中
川良延執筆］（有斐閣、1994年）248頁。
20）山本正憲『先例判例 養子法』（日本加除出版、1996年）
73頁。
21）石川稔「監護権者または非親権者たる父母の同意を得
ない代諾養子縁組の効力」沼邊愛一＝太田武男＝久貴忠彦
編『家事審判事件の研究⑴』（一粒社、1988年）216頁、223頁。
22）判例・学説については、中川高男「特別養子縁組申立
人夫婦の一方の非嫡出子と民法817の7にいう特別の事情」
『私法判例リマークス』第16号1998〈上〉（1998年）78頁以
下、床谷文雄「嫡出否認をした『継子』を特別養子とする
申立てを認容した事例」『判例タイムズ』第949号（1997年）
78頁以下を参照。
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早野　俊明
23）野沢慎司「離婚・再婚とステップファミリー」吉田あ
けみ＝山根真理＝杉井潤子編著『ネットワークとしての家
族』（ミネルヴァ書房、2005年）152頁。
24）最近に至り、法的効果を個別的に付与していく解釈論
が展開されている。継親を含めた父母以外の第三者の監護
権に関し、まず、民法766条に基づいて父母以外の第三者
を監護者に指定できるかどうかにつき、父母が監護不可能
ないし監護不適切な場合もあり、父母以外の第三者を監護
者と定めて子の実質的保護をはかる必要があるとし、また、
父母以外に監護者になりえないとすると、第三者に子の監
護養育を委託する関係は準委任契約にすぎず何時でも当事
者から解消できる不安定な関係であるのに対し、本条での
監護者は父母の協議または家裁の審判がなければ変更終了
が許されず、子のため安定した監護養育関係を形成できる
メリットがある、とされる（棚村政行「祖父母の監護権」『判
例タイムズ』第1100号（2002年）148頁）。また、第三者が
監護者になりうるとするならば、そもそも第三者は監護者
指定の申立権者になりうるのかという問題についても、「親
権者あるいは父母にしか申立権がないとすると、親権者が
第三者の監護に反対している場合には、申立てがなされる
はずがなく、親権者の不適切な監護に苦しんでいる子を保
護することができない」（二宮周平「父母以外の者を子の
監護者に指定することの可否」『判例タイムズ』第1119号
（2003年）113頁）とし、あるいは、「事実上の監護者から
の申立権を一切認めないとすると、法規が欠落しているこ
とによる不利益を結果的に実質的当事者である子どもに及
ぼすことにもなり、子の福祉の実現が形式的資格や権限の
有無により阻まれるという不幸な事態ともなりかねない。
欧米では、子の福祉に関係を持つ第三者にも監護や面接交
渉を申し立てる資格が認められ、子の利益のためにその途
が開かれている」（棚村・前掲論文149頁）として、父母以
外の第三者による監護者指定の申立権を認める見解も有力
である。さらに、父母以外の第三者に面接交渉の申立権を
付与するか否かについても、父母のほかに親代わりとして
子の監護養育にあたったり交流接触を継続することが子の
利益になる第三者にも認める必要があるとして積極的に解
する見解が、近時、有力となりつつある。第三者が面接交
渉を認められるための資格要件を、「親と同視しうるよう
な実質的関係をもち、かつ面接交渉を認めることが子の利
益となることの積極的証明をクリアーした」者として、民
法766条を類推適用して認めようとするものである（棚村
政行「祖父母の面接交渉」『判例タイムズ』第1100号（2002
年）193頁）。
　今後は、実質的関係の内容を吟味していく必要があるが、
継親子関係の実質性と子の利益を充足するかぎり、継親が
申立権者となり、継親の監護権や面接交渉を容認する途を
開くことになろう。解釈論としては望ましい方向にあるが、
より積極的に立法に反映させる必要がある。
　なお、野沢＝茨木＝早野＝SAJ・前掲注⑶39頁以下のほ
かに、早野俊明「子連れ再婚家族（ステップファミリー）
の法律関係―連れ子の養育費について―」『戸籍時報』第
589号（日本加除出版、2005年）40頁以下、同「未認知の
非嫡出子である連れ子の特別養子縁組を認容した事例」『白
鷗法学』第24号（2004年）127頁以下、同「『継親子関係』
管見」『白鷗法学』第22号（2003年）69頁以下、同「継子（連
れ子）養子について」『新しい家族』第34号（1999年）46
頁以下をご参照いただければ幸いである。
25）野沢＝茨木＝早野＝SAJ・前掲注⑶31頁以下。
［付記］
　本稿は、平成17年度白鷗大学法政策研究所特別研究費助
成による研究成果の一部である。また、憲法論叢第13号57
頁（2006年）から転載したものである。
